
グ等の実施に加え、発達障害児者の家族同士の支援を推進するため、同じ悩みを持つ本人同
士や発達障害児者の家族に対するピアサポート等の支援を新たに盛り込んだ。2020年度から
は青年期の発達障害のある人等の居場所を作り、社会から孤立しない仕組み作りを行うため
の支援を新たに実施している。

③ 発達障害者支援センター運営事業
厚生労働省においては、発達障害のある人及びその家族等に対して相談支援、発達支援、

就労支援及び情報提供などを行う「発達障害者支援センター」の整備を図ってきたところで
あり、現在全ての都道府県・指定都市に設置されている。

発達障害児者及び家族等支援事業

ペアレントメンター養成等事業

・ペアレントメンターに必要な研修の実施
・ペアレントメンターの活動費の支援
・ペアレントメンター・コーディネーターの配置 等

・同じ悩みを持つ本人同士や発達障害児を持つ
保護者同士、きょうだい同士等の集まる場の提供
・集まる場を提供する際の子どもの一時預かり 等

・発達障害児者の適応力向上のためのソーシャル
スキルトレーニング（ＳＳＴ）の実施 等

家族のスキル向上支援事業

ピアサポート推進事業 その他の本人・家族支援事業

・保護者に対するペアレントプログラム、
ペアレントトレーニングの実施 等

【事業概要】
発達障害者の家族が互いに支え合うための活動等を行うことを目的とし、ペアレントメンターの養成や活動の支援、

ペアレントプログラム、ペアレントトレーニングの導入、ピアサポートの推進及び青年期の居場所作り等を行い、発達
障害児者及びその家族に対する支援体制の構築を図る。

【実施主体】都道府県、市区町村 【補助率】１／２

・ワークショップ等の開催による青年期の発達障害者同
士が交流する機会の提供 等

発達障害者等青年期支援事業

2018年より実施

■図表４-９　発達障害児者及び家族等支援事業

資料：厚生労働省

第１節　生活安定のための施策第４章　日々の暮らしの基盤づくり
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④　支援手法の開発と情報発信
　厚生労働省においては、発達障害児者を支援するための支援手法の開発、関係する分野と
の協働による支援や切れ目のない支援等を整備するための「発達障害児者地域生活支援モデ
ル事業」を実施している。2017年度から、
ア�）地域で暮らす発達障害児者に課題や困り事が生じた際に、発達障害児者の特性を理解し
た上で、地域や関係機関において適切な対応を行うための支援手法の開発
イ�）発達障害児者の社会生活等の安定を目的として、当事者同士の活動や当事者、その家族、
地域住民が共同で行う活動に対する効果的な支援手法の開発
ウ�）ライフステージを通じて、切れ目なく発達障害児者の支援を効果的に行うため、医療、
保健、福祉、教育、労働等の分野間で連携した支援手法の開発
をテーマに行っている。
　また、発達障害のある人は、「どのような能力に障害があるのか」「どの程度の障害なのか」
「どのような支援があれば能力が発揮できるのか」等が周りから見て理解されにくく、誤っ
た情報によって不適切な対応を受けることがあること等から、社会参加について様々な困難
さを抱えており、このような状況を踏まえて、厚生労働省では、全国の発達障害者支援セン
ターの中核として、国立障害者リハビリテーションセンターに「発達障害情報・支援センター」
を設置し、ウェブサイトを通して、発達障害に関して一般の方への啓発を行うとともに、発
達障害児者支援に必要な国内外の情報や最新の研究成果等を集約し、発達障害のある人やそ
の家族、支援関係者等に役立つ情報を収集・分析し、ホームページなどを通じて発信してい
る（http://www.rehab.go.jp/ddis/）。

⑤　発達障害の早期支援
　厚生労働省においては、2011年度から、発達障害等に関して知識を有する専門員が保育所
や放課後児童クラブ等を巡回し、施設の職員や親に対し、障害の早期発見・早期対応のため
の助言などの支援を行う「巡回支援専門員」の派遣に対し財政支援を行い、地域における発
達障害児者に対する支援体制の充実を図っている。さらに、2020年度より発達の気になる子
などに対し切れ目ない支援を継続的に実施するために戸別訪問等を実施し、より一層の早期
対応に努めている。

■図表４-10　発達障害者支援センター運営事業

資料：厚生労働省

厚生労働省

都道府県・指定都市
障害者総合支援法に基づく都道府県地域
生活支援事業として実施（必須）

発達障害者支援センター
（全都道府県、指定都市（６７）に設置）

（体制） 職員配置
・管理責任者
・相談支援担当職員
・発達支援担当職員
・就労支援担当職員

発達障害児者 ・家族

関係機関

児童相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所、
保健所、精神保健福祉センター、医療機関、
障害児等療育支援事業実施機関、
児童発達支援センター、障害児入所施設、
保育所、幼稚園、学校、教育委員会
ハローワーク、地域障害者職業センター、
障害者就業・生活支援センター等

補助

（２０２１年４月現在のセンターの設置）
直接実施：２７カ所
委託（社会福祉法人等）：７０カ所
※医療法人，地方独立行政法人も可

連携
④調整のための会議やコンサルテーション
⑤障害者総合支援法第８９条協議会への参加

支援

①相談支援（来所、訪問、電話等による相談）

②発達支援（個別支援計画の作成・実施等)
③就労支援（就労に向けての相談等)

⑥研修（関係機関、民間団体等への研修）

地域住民、企業
⑦普及啓発・研修

都道府県が別途配置する
「発達障害者地域支援マネ
ジャー」と緊密に連携する

発達障害者支援センター運営事業

相談支援・発達支援・就労支援全体の推移（実支援件数）
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